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第１章 研究開発の概要 

１－１ 研究開発の背景・研究目的及び目標 

  中小ものづくり高度化法及び中小ものづくり高度化指針の該当項目が次の通り。 

  （八）複合・新機能材料に係る技術に関する事項 

   （３）川下分野横断的な共通の事項 

     ①川下製造業者等の共通の課題及びニーズ 

       ア．高機能化 

 

自動車業界では、エレクトロニクス部品の実装密度やパワー・デバイスの増加・高

出力化により、放熱部品への負荷が増大している（図１）。そのため、放熱部品の高性

能化が大きな課題となっている。これが本研究開発の背景である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 開発の背景 

 

一方、㈱アカネは、独自の「多軸通電焼結技術」 

（図２）を保有し、今まで Cu-天然黒鉛系の高熱 

伝導複合材料の開発を行なってきた実績がある。

また、その応用製品の販売に努力してきたが、ま

だ商品化までには至っていない。そこで、これま

での顧客との接触で蓄積してきたニーズや技術知

見を基に、次世代型と呼ぶべき高性能な放熱部品

を開発し、ブレークスルーする。対象とする放熱

部品は「LED 用」と「IGBT 用」の２種。超高熱

伝導複合材には、天然黒鉛、あるいは天然黒鉛を

改質し使用するとともに、金属材料と黒鉛との界

面反応の制御技術なども確立する。天然黒鉛を改

質するためのプロセスとして「グラフェンの製造

技術開発」も本開発に含めている。 

主たる研究目的を達成するために以下の３つの大サブテーマを掲げた。それぞれの図

㈱アカネの多軸通電焼結関係の特許 

ＵＳ特許：Ｕ6,610,246Ｂ１ 

韓国特許：特許 513296号 

日本：特許第4226674号 

図２．多軸通電焼結装置 
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中に開発の目的、大まかな内容と開発の最終目標とを示す。詳細な研究目標も以下に述

べる。 

 

１－１－【１．LED用放熱部品の開発】   

先ず、大サブテーマの第１は、自動車用ヘッドライトの「LED 用放熱部品の開発」で

ある。開発内容を図３に示すが、これは自動車部品メーカーのＡ社のニーズを反映して目

標としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図３ LED用の放熱部品の開発の目的と最終目標 

 

これらの開発目標を達成するために、三つの小サブテーマを設けている。 

   

１－１－【１－１．熱抵抗低減】   

図３左図に示すように、LED 素子の熱を逃がすための従来のやり方は、LED 光源モ

ジュールをヒートシンク上にビス留めし、放熱グリスを介してヒートシンク～空気中へと

伝えていた（仮に分離型と呼ぶ）。それに対し本提案では、先ず AD（エアロゾルデポジ

ション）法を確立し、ヒートシンク面に AlN と Cu の薄膜コーティングができるように

する。こうしてできた薄膜を利用し、図３の右図に示すように、その上にダイレクトに

LED 素子をハンダ付けし、LED 素子～ヒートシンク～周辺の空気間の熱抵抗を大幅に下

げる（仮に一体型と呼ぶ）。 

  

－開発目標－ 

・熱抵抗低減：一体型として 熱抵抗：2.0℃/Ｗ以下 

     我々が得たＡ社の情報では、ある車で現在のヒートシンクの熱抵抗：

2.5℃/W程度で、ヘッドランプのロービーム（20W）は LED化が可能

とされる。ただしハイビーム（24W）への適用にはこの目標値が必要。 
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  －開発手法－ 

㈱アカネは、図４に示す「エアロゾルデポジション法（AD法）」を用い

てAlN薄膜とCu薄膜の作成に応用する。できあがったCu薄膜の上に

LED素子を載せ、さらにワイヤーボンディングによる配線も行い一体型の

LED素子付きヒートシンクとする。ボンディングなどの関しては、広島総合

技術研究所の支援を仰ぐ。 

AD装置は、アカネ内に自 

     社で製作・組立てを行う。恒 

温・恒湿室の設置も社内に行 

う。 

また、装置を稼働させ、Al

押出型材表面に直接にAlN絶

縁膜を形成する。さらには

AlN膜の上にCu膜を形成

し、最終的にはLED素子を載

置し、目標とする一体型LED

ヘッドライト構造での熱抵抗

を測定する。 

    

 本項目の実施結果は、エアロゾルデポジション法でアルミヒートシンク面上に AlN 絶

縁膜+Cu 膜が形成できることがわかった。またこうした被膜を介して、ＬＥＤ素子のハ

ンダ付けが可能であることも実証できた。その場合の熱抵抗は 2.0℃/Ｗ以下となること

も確認した。 

 

  １－１－【１－２．小型化】  

放熱フィン形状の最適化を図り、小型化を図る。 

－開発目標－ 

・ヒートシンクのサイズ：占有空間比で20％以上低減 

－開発手法－ 

  図５に示すアルミ・ヒートシンク 

 を用いて、次頁の図６、図７に示す

LED素子装着アルミ製ヒートシンク

を試作し、熱抵抗を測る。熱抵抗が

2.0℃/ Ｗ以下となれば、押出型材製

ヒートシンクの長さを短くし、どこ

までフィン面積が減らせるかを観

る。 

  

  

                  100ｍｍ×100ｍｍ×50ｍｍ高さ 

                （フィン数 9枚×フィン高さ 40ｍｍ） 

               図５ アルミ・ヒートシンクとそのサイズ 

図４ エアゾルデポジション法 
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図６ Ａ社量産品類似タイプ（分離型）  図７ 一体型ヒートシンク  

 

最終的にヒートシンクが占有する空間が 20％以上減らせるかどうかを確 

認する。 

 

本項目の開発実施結果は、図７のタイプで、フィン面積を 50％程度にしても、量

産品仕様に近い熱抵抗となり、一体型とすることでＬＥＤ用ヒートシンクの小型化

が十分に可能であることがわかった。 

 

 １－１－【１－３．低コスト化】  

上記の活動で、部品点数を大幅に減らすとともに、ヒートシンクを小さくし、低コス

ト化を実現する。 

 

－開発目標－ 

・低コスト化：一体型のコスト：400円/1個以下 

現行は、放熱板とヒートシンクとで 500円/1セットと推測してお

り、20％削減を行う。 

－開発手法－ 

コスト見積もりを行い、目標を達成しているかどうか判断する。 

    

本項目の実施結果は、大幅なコストアップとなり。目標達成ができなかった。やは

り、今後もコスト削減への努力を続ける。 

 

１－１－【２．IGBT用などの次世代放熱基板の開発】  

大サブテーマの第２は、自動車用の「IGBT用などの次世代放熱基板の開発」 

である（次頁 図8）。 







7 

 

果など広島大学の材料関係の専門家を中心に研究を実

施する。 

また、複合材のＣｕ-Ｃ界面挙動の解析には産業技術総合研究所の協力を得て、熱劣

化に影響する要因を探る。 

 

－開発目標－ 

・熱サイクル試験 1000サイクル後で熱劣化が 10％以下 

－開発手法－ 

ａ．熱サイクル試験 

先ずは、熱衝撃サイクル試験機を製作し、1000サイクルまでの試験ができ

るようにする。その途中の200サイク 

ルごとに熱伝導率を計測する。20サイ 

クル/１日程度を想定すると50日以上 

の長期実験となる。熱伝導率は、レーザ 

ーフラッシュ法により計測する。 

 

ｂ．界面の濡れ性向上 

広島大学にて、Cuへ極微量の添加成 

分を加えることで、Cu-黒鉛界面の濡れ 

性と接合強度を向上する研究（図１３） 

を実施する。 

こうして、何とか熱疲労による劣化を低減できる対応を取る。 

 

本開発の実施結果は、熱サイクル試験の加熱や冷却時に、Ｃｕ-Ｃ界面で割れが発生

するのではなく、Ｃｕ-Ｃ界面近くのＣの内部で割れが発生していることがわかった。 

 従って、熱劣化対策はＣｕを減らすのがベストであることがわかった。こうした対応

を取った結果、熱劣化はほぼ5％以下に抑えることができた。 

 

１－１－【２-３．工程変更】 

「Cu-天然黒鉛複合材」+ロウ材とAｌN板、Cu薄板+ろう材の５者一体通電焼結

では、AｌNが割れることがあるため、今回の「Cu-天然黒鉛-薄層天然黒鉛複合

材」では、上記のAD法を適用し、複合材の上にAD法でAlN層+Cu層を形成す

る。 

こうすることで最終的に、ＩＧＢＴ用放熱基板の価格低減を実施する。 

 

－開発目標－ 

・【２－１】～【２-３．工程変更】全体で：□30×５㎜ｔサイズでコスト

150円/1個以内 

－開発手法－ 

  （株）アカネが製作するAD装置を用いて、Cu-天然黒鉛-薄層化天然黒鉛

複合材放熱基板上へAlN膜とCu皮膜の成形を行う。 

図１３ Cu-天然黒鉛複合材

の界面の濡れ性向上 
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将来の大量生産に向けた剥離技術・操業条件などの技術データの収集・蓄

積を行う。 

－開発手法－ 

 加圧用器、大型超音波照射装置などを購入し、大学にて組立て、より大量

のグラフェンが製造できそうな装置、技術を作る。また、使用する溶媒な

ども各種検討する。 

 

 本開発では、振動条件の変化、溶媒の変更などを行ったが、グラフェンの生成は

思ったほど多くなかった。剥離効率を高める手法として、ガラスビーズを溶媒中に入

れて、超音波加振により硝子ビーズ間に働く剪断力を利用するにやり方も検討した。 

各種条件でのグラフェン生成に関しては、かなりのデータが取得できた。 

また、溶媒中に沈殿した薄層化天然黒鉛（天然黒鉛や天然黒鉛がが少し壊されたも

の）を集め、複合材に利用した。当初は複合材の熱伝導率が向上にかなり効果がある

ようなデータが数点得られたが、ｎ増し評価を行うと、結局超音波加振の効果は無い

という結論になった。 

 

１－１－【３－２．分離法の確立】 

従来通り、グラフェンと残りの天然黒鉛とを遠心力分離する。 

 

－開発目標－ 

   将来の生産に向けた技術データの収集・蓄積を行う。 

－開発手法－  

分散液中の薄層天然黒鉛と浮遊物やグラフェンとを分離する実験を行う。

効 率の高い手法として遠心分離機を使用する。得られた薄層天然黒鉛は複

合材料の製造に用いる。 

     

以上の方法を評価した結果、遠心分離と静置とを行うことで、分離は可能。 

 

 １－１－【３－３．透明導電膜の検討】 

 薄層天然黒鉛を作る過程で、副産物としてのグラフェンが効率よく得られるようであ

れば、それらのグラフェンは、タッチパネル用の透明導電膜への応用を検討する。こ

の部分に関しては、既に輸入グラフェン等を販売している㈱ニューメタルスエンドケ

ミカルスの支援やアドバイスを仰ぐ。 

 

－開発目標－ 

・応用のスタート台としてグラフェンを透明な樹脂に混合し、透明度と電

気伝導度を計測する。 

－開発手法－ 

得られたグラフェンを透明導電膜用フィルム（タッチパネル用）に試作す

る。フィルム特性は、光透過性、導電率の観点から調べることにしている。 
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 これに関しては、Ｈ２８年度に兵庫県立大で試作が可能となった。現段階

では透過率、シート抵抗とも充分な値ではないが、製膜条件を工夫することに

よって導電性を有した透明性のフィルムが作製できることが明らかとなった。 

 

 

以上、述べた内容が、「次世代放熱部品の開発」における研究目的・目標である。 

また、各項目の最後に、簡単に実際の活動結果に関しても記述した。 
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この工程変更によるコスト目標は、図中の複合材部分+を□30×5mmt のサイズで作

製した時、150 円/1 個以内であった。最終的に□30×2mmt で十分であることがわ

かり、2mm厚みで試算したが、コストが400円強/個と大幅未達であった。未達の大き

な要因は焼結型のコストである。やはり今後は客先と相談しながら、コストを低減あるい

は吸収できるようにしたい。               

 

１－３－【３．グラフェンの製造技術の開発】 

１－３－【３－１．グラフェンの大量製造技術の開発】 

平成 26 年度～27 年度にかけて、黒鉛粉末をＮ-メチル-２-ピロリドン（NMP）溶媒

中で超音波照射(50KHz、150W) することにより、天然黒鉛の剥離（=一部がグラフェ

ン化）を行ってきた。その際に得られたグラフェン量は 22 時間の超音波照射で 1.4 ㎎

/mLが最大であった。 

 

１－３－【３－２．分離法の確立】 

従来と同じように、遠心分離で、上記のグラフェンを分離した。 

 

１－３－【３－３．透明導電膜の検討】 

今回初めてグラフェンを分散させたフィルムを作製できた。紫外～可視光の透過率は

６％程度であった。また、シートの電気抵抗は 1.2MΩ/sq.であった。従って、現段階で

は透過率、電気抵抗ともに十分な値ではないが、グラフェンが分散しにくいシクロヘキサ

ンのような溶媒からでも、ポリマー（TOPAS）を添加し、成膜条件を工夫すれば、透明

導電膜が作製できることがわかった。 

 

１－４ 当該研究開発の連絡窓口 

（公財）ひろしま産業振興機構 研究開発支援センター 

     参事 神田 敏和  

     電話：(082)240-7712  FAX：(082)242-7709 

          E-mail：t-kanda@hiwave.or.jp 

 

     株式会社アカネ 

     代表取締役 砂本 健市 

     電話：082-823-3859 

     E-mail：k.sunamoto@akane-kk.jp 
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第２章 本論 

２－【１．LED用放熱部品の開発】  

２－【１－１．熱抵抗低減】  

（１）ＡＤ法の確立 

図１７に示すAD（エアロゾルデポジション） 

法を、(株)アカネでも確立し、Al 製ヒートシン

クシンク上へ、直接にAlN コーティングと Cu

コーティングができるようにと、ＡD 装置を製

作した。 

 ここに到る経過は、先ず、Ｈ２６年度に装置の 

仕様決定・設計を行った。 

           

Ｈ２７年度から、仕様書や図面に基づき、ＡＤ装置用部品の購入、外注を実施し（図 

１８）、組立てを開始した。 

 

 

 

 

 

真空チャンバー（外注） XYテーブル（購入）  真空用配管部品（購入） 

      

 

 

 

 

 

 

 

メカニカルブースター（購入） 制御ボックス（外注）    除湿機（購入） 

図１８ AD装置用購入品・外注加工品など 

  

平成28年度前期に組立て完了。ほぼ同時に恒温・恒湿室も完成し、社内でのコーティ

ング実験を開始した。 

ただ、それまでも各種のコーティングの特性やコーティング条件を探るため、産総研で

のコーティング実験も併行して実施している。 

 

こうした結果、アルミ押出型材ヒートシンクのヒートスプレッダー表面に直接に AlN

皮膜とCu皮膜を成形することができるようになった。 

図１７ AD装置の概念図 
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（２）ＡＤ法の応用 

LED素子の発熱をヒートシンクのアルミフィンまで効率よく伝えるためには熱抵抗を 

下げる必要があり、図１９の「現行品類似タイプ（放熱グリス+ビス留め）」の冷却構造に

代えて、ＬＥＤ素子とヒートシンクとを一体化する方式（図２０）の可能性を探った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図１９  現行品類似タイプ          図２０ 一体型タイプ 

 

その結果、図２０に赤字で記したようなＡＤ皮膜を応用した一体型タイプを試作する

ことができた。 

 

 以上のように、アルミ・ヒートシンク表面や AlN 板表面への直接コーティングにＡＤ

法を応用することで、一体型タイプのＬＥＤ素子積載ヒートシンクが可能となった。 

 

（３）熱抵抗の計測 

図１９「現行品類似」と図２０「一体型タイプ」との二つの熱抵抗を計測した。計測

の様子は図２１～図２３に示す。 

ヘッドライトの LED 素子は、

閉空間内での冷却となる。 

従って、左側に見えるプラス

チックケースの中で計測した。 

 

                  

                      

 

図２１ 熱抵抗計測装置 

 

 

プラスチック箱の内容積：15L 
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図２８ ヒートシンク大         図２９ ヒートシンク小 

 

 これらの大小のヒートシンクの寸法計測の結果（図３０）、表 1 に示すような値が得られ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図３０ ヒートシンク大の寸法計測例 

 

        表１ LEDヘッドライト用のヒートシンクの調査結果 

 
ヒートシンク 

大 

ヒートシンク 

小 
備考 

全表面積（m2） 0.101 0.077 
ベース面+フィン表面

+フィン先端面 

同一表面積の 

正方形の一辺長さ（mm） 
225 196 裏+表面積を利用 

重量（ｇ） 415.8 210.2 
アルミ部分+LED+電

源コード 

LEDとベース面中心間と

の 

距離（mm） 

38.9 43.7 平均41.3ｍｍ 
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Ｃ．放熱性能のシミュレーション 

Ｃ-１．筐体内部ヒートシンク方式について 

図２６の自動車用のヘッドライトを模式的に示すと、図３１のように、プラスチック

製の筐体に囲まれた内部に、ＬＥＤやヒートシンクが配置されている。従って、LED モ

ジュールで発生した熱は、その裏面の伝熱板に伝えられ、次いでヒートシンク内を伝わ

りながらフィンから筐体内の空気に伝えられる。そして、筐体内の空気は対流を起こし

ながら、プラスチックの筐体面へと熱を伝える。あるいはヒートシンク表面からの熱放

射により、直接にプラスチック筐体内面へと伝わる熱もある。最終的には、筐体外部か

らエンジンルーム内の空気に熱を伝えることで、LEDの冷却が行われることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図３１ LED放熱システムのモデル（筐体内部ヒートシンク方式） 

 

以上の考えをシミュレーションするために熱の流れをまとめたものが、図３２の「放

熱システムの熱回路網モデル」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図３２ 放熱システムの熱回路網モデル 
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 このモデルをベースに、図３３～図３５に示すような個々の部品形状に依存する変数

を設定し、変数を変えながら放熱シミュレーションができるようにした。実際に用いた

変数値と並べて示す。この実際に用いた値は、表1の調査結果を反映している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３３－１ ＬＥＤモジュールの形状変数   図３３－２ 計算に用いた数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３４－１ 放熱システムの形状変数（平面図）  図３４－２ 計算に用いた数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３５－１ 放熱システムの形状変数（正面図）   図３５－２ 計算に用いた数値 
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また、自然対流による熱伝達の計算には図３６を、放射による熱伝達には図３７、図

３８を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３６ 自然対流熱伝達率の計算式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３７ 放射熱伝達の基礎方程式    図３８ 平板から外気への放射熱伝達率 

 

さらに、放熱性能に大きな影響を持つヒートシンク部分に関しては、図３９の熱抵抗

計算モデルを設定し、それに合わせて図４０に示す入力仕様も設定した。実際の計算に用

いた入力値も並べて示す。 
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図３９．ヒートシンクの 

    熱抵抗計算モデル 

 

図４０-１ ヒートシンクの熱抵抗計算の入力仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図４０－２ ヒートシンクの熱抵抗計算に用いた数値（入力値） 

 

 放熱設計の目標値も定めた（表２）。将来を想定し、一段と高い LED 発熱量をクリア

できる放熱仕様を探るためである。 

              表２ 放熱設計目標値 
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熱設計条件としては、図４１を使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４１ 熱設計条件 

 

実際に計算した結果を図４２－１～図４２－３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図４２－１ LED素子発熱量に対する各部位の温度変化 

 

このシミュレーション結果はからわかったことは、まず、LED 素子の発熱量を増加さ

せた場合、 

  ・現行のヒートシンク（図２８、図２９）では、内蔵ヒートシンクの放熱能力の 

不足により、ヒートシンク部分での温度差が大きくなる。 

  ・筐体（図２７の樹脂製外箱部分）の表面積は十分に広く、内気の温度上昇は、     

それほど大きくない。 

  ・現状の放熱能力は１２W程度と考えられる。 

  ・もし、LED の発熱が今よりも大きくなれば（例えば２４W）、放熱能力は不足する。 
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    図４３－２ ヒートシンクの放熱能力増大による各部の温度変化 

 

現行のヒートシンクの放熱能力を今以上に増大させた場合は、どういう温度を示すか

をシミュレーションしたものが、図４３－２である。現行の放熱能力を１とし、最高１５

倍まで、増大させた結果を示している。 

この結果から 

・内蔵ヒートシンクの放熱能力の増大だけでは、２４W 発熱の場合、目標とする温

度上昇４８Kを満足させることはできない。 

・ベース板内での温度差が大きいことから、ベース板の熱伝導率の向上を図り、そ 

の部分の熱抵抗を下げる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図４３－３ 伝熱板の熱伝導率を変化させた時の各部の温度変化 
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そこで、伝熱板の熱伝導率を変化させた場合の各部の温度変化もシミュレーションし

た。その結果が図４３－３である。 

この図から、内蔵ヒートシンクの放熱能力を放熱増大倍率=３に、ベース板の熱伝導率

を４００～６００W/ｍ・K にすると、当初設定した温度上昇目標：４８K 以下を満足さ

せることができる。 

 

以上、現行の「筐体内部ヒートシンク放熱方式」のシミュレーション結果をもう一度

まとめると、 

イ．内蔵ヒートシンクの放熱能力不足により、ヒートシンク部での温度差が大きなっ

ている。 

ロ．筐体表面積は十分に広く、内気温度上昇はそれほど大きくない。 

ハ．現状の放熱能力は１２W程度と推測される。 

 

これらに対応するためには、 

ニ．内蔵ヒートシンクの放熱能力を３倍程度増大させる。 

ホ．ベース板の熱伝導率を400～600W/ｍ・K程度に向上させる。 

 

③－２.伝熱板利用放熱方式について 

これまでは、現行のヘッドライト構造を踏襲した「筐体内部ヒートシンク放熱方式」

を中心にシミュレーションを行ってきたが、放熱方式には、その他にも伝熱板を利用し筐

体外部にヒートシンクを設ける方式も考えられる。 

「伝熱板利用+筐体外部ヒートシンク放熱方式」、略して「伝熱板利用放熱方式」とここで

は呼ぶことにするが、この方式を適用した場合、どういう放熱形態になるのかも、シミュ

レーションを用いて検討した。 

伝熱板利用放熱方式は図４４に示すように、筐体外部にヒートシンクを設け、LED モ

ジュールからヒートシンクまでを伝熱板で繋ぐ方式である。シミュレーションのための熱

回路網モデルは、図４５の形とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４４ 伝熱板利用 

放熱方式の概念図 
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       （正面図）               （平面図） 

図４５ 伝熱板利用放熱方式の熱回路網モデル 

 

また、放熱システムの形状変数と実際に入力した変数値とを図４６～図４８に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図４６－１ LEDモジュールの形状変数      図４６－２ 入力値 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４７－１ 伝熱板周辺の形状変数（正面図）     図４７－２ 入力値 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４８－１ 伝熱板周辺の形状変数（平面図）    図４８－２ 入力値 



27 

 

また、熱設計の目標値も表３とした。 

              表３ 熱設計目標値 

 

 

 

 

 

熱設計条件は、図４９のように設定した。  

 

 

 

 

 

                図４９ 熱設計条件 

 

以上の条件で、伝熱板利用方式の放熱シミュレーションを行った。 

その結果を、図５０－１～図５０－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図５０－１ 伝熱板の熱伝導率（Kp）に対する各部の温度変化 

 

図５０－１から、伝熱板（厚さ５㎜で設定：図４７－２）方式では、熱伝導率（Kp）

が400W/ｍ・K以上で目標値（４８K以下）を達成する。ただし、筐体の外部に設けた

ヒートシンクの表面積拡大率は８以上が必要。 
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  図５０－２ ヒートシンクのフィン面積の拡大率を変化させた場合の各部の温度変化 

 

 図５０－２から、フィン面積を拡大する場合、その拡大率＝８以上で目標を達成する。

ただし、８以上に拡大しても、それほど効果は得られない。 

従って、この放熱方式を成り立たせるためには、表４のような条件を満足させる必要

がある。 

        表４ 目標値を満足させる設計条件（仮に標準条件と呼ぶ） 

 

 

 

 

 

 

ちなみに、表４の標準条件でシミュレーションした場合の放熱性能は表５の通り。 

 

           表５ 標準条件での伝熱板方式の放熱性能 

 

 

 

 

 

 

伝熱板を利用し筐体外部にヒートシンクを設ける「伝熱板利用方式」では、熱シミュ

レーションの結果、次のことが結論できる。 
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イ．この方式では、伝熱板（ｐ）と熱拡散係数（ｆ）の性能が、放熱能力を左右する。 

  ロ．標準条件（表４）では、目標性能（Rja＜2.0K/W）をほぼ満足するが、そのた

めには、伝熱板（ｐ）と熱拡散係数（ｆ）は次の条件を満足する必要がある。 

   ・伝熱板：幅Wp=100㎜ 長さLp=100mm 厚さ tp=5㎜  

熱伝導率Kp=400W/m/K 

   ・熱拡散板：幅（Wf）=200mm 高さ（Hf）=200mm 厚さ（tf）=2mm 

         熱伝導率（kf）=900W/ｍ・K 

         ヒートシンクによる面積増大係数（ffin）=8 

  ハ．この「伝熱板利用方式」でも、理論的には可能であることを示したが、実際     

の自動車用ヘッドライトでの実現が可能か否かはまだ未知であり、今後検討する

必要がある。 

  ニ．現在、自動車用ヘッドライトで使用されている「内蔵ヒートシンク」方式と       

この「伝熱板+外部ヒートシンク」方式とのハイブリッドも考えられる。 

 

 

２－【１－３．低コスト化】 

低コスト化の目標値（一体型のコスト：400円/1個以下）に対しては、積算の詳細

は省略するが1465円と未達成であった。  

 

ただ、AD コーティングに各種工夫を織込むことにより、目標達成は不可能ではない。

また、現行品のメーカーの話では、前照灯ハイビーム24WのLED化が避けられない場

合は、何らかの冷却対策の導入を考えないといけない場合もありうるということであり、

その場合はコストアップも起こりうる。ということで、目標を緩めてもいい場合があり

うる。今後の既存のヘッドライトメーカーへの売り込み過程で明らかにしたい。 

以上のように、各種工夫を織り交ぜていけば、最終的には 400 円/1 個程度のコスト

も不可能ではないと考えている。 

 

 

 

２－【２．IGBT用などの次世代放熱基板の改善】 

２－【２－１．熱伝導率向上】 

（１）多軸通電焼結機の改善の効果 

質のよいＣ-Ｃｕ複合材を得るには、バラツキの無い安定した条件で、焼結が実施でき

ることが必要である。 

そのためには、焼結型内の温度をできるだけ均一化することが望ましい。そこで、Ｈ

２７年度に、熱の逃げが多い加圧軸に断熱構造を織込むことで、焼結用黒鉛型の均熱化を

向上させた。 次頁の図５１左に改善前の型構造の昇温カーブを図５１右に改善後の型の

昇温カーブを示す。 
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（３）熱伝導予測 

平成２６～平成２７年度にかけて、界面熱抵抗を考慮した熱伝導シミュレーション

コードの開発も行った。界面熱抵抗を考慮するため、フォノン DMM（Phonon 

Diffuse Mismatch Model）というモデルから求めた界面熱伝達率を使用した。本研

究では界面熱抵抗を考慮した熱伝導シミュレーションを用いて，種々の金属基複合材

料の分散材のサイズが有効熱伝導率に与える影響を明らかにすることを目的とした。

シミュレーションにおける熱伝導および熱 

伝達の計算方法は有限体積法を用いた差分

法を用い、温度分布を計算した。図５２ は、

有限体積要素のモデル図である。 

 

要素内のΔt秒後の温度T は次式で示せる。 

 

                       

 図５２ 有限体積要素モデル 

ここで、Δxは、要素の i方向の長さ、Δyは要素の j方向の長さである。 

熱伝導の場合、以下の式を用いて計算した。 

 

また、隣り合う要素が異なる場合、λ の値は母材と分散材の熱伝導率の調和平均を

とり、以下の様に計算した。  

 

熱伝達の場合、以下の式を用いて計算した。 

 
ここで、隣り合う要素が異なる場合、h の値は母材と分散剤の界面熱伝達率を用いた。 

Cu中にCを垂直に配置させ、水平方向の有効熱伝導率の体積率に対する変化を図５３

に示す。 

なお 、本結果は、界面熱伝達を考慮している。 
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図５３  Cu中にCを垂直に配置させた 

場合の水平方向の有効熱伝導率の 

体積率に対する変化 

 

 

これより、全ての体積率において10μm以下の厚さでは、有効熱伝導率の低下が見

られた。また、厚さが薄くなるほど、有効熱伝導率の低下は大きくなった。これより、

Cu-C系複合材料では、炭素粒子が10μm以下になると有効熱伝導率の低下が見られ

ることが分かった。 

また、界面熱伝達が有効熱伝導率に影響を及ぼすメッシュ要素サイズは、母材と分

散材の熱伝導率によって変化し、そのときのサイズを臨界要素サイズLcrと決め、その

値はLcr=λ/hによって求められるということが分かった。λは母材と分散材の熱伝導

率の調和平均であり、h は界面熱伝導率である。これにより複合材料の分散剤の大きさ

が臨界要素サイズより大きければ、界面熱伝達の有効熱伝導率に与える影響は無視し

ていいと考えられ複合則により有効熱伝導率は求められると考えられる。複合材料の

分散剤の大きさが臨界要素サイズより小さければ、界面熱伝達の有効熱伝導率に与え

る影響は無視できず、界面熱伝達を考慮して有効熱伝導率を求める必要があると考え

られる。表６に、各分散材（強化材）を用いた時の、臨界要素サイズLcrを示す。 

 

表６ Al基複合材料において、 

各分散材（強化材）を用いた時の臨界要素サイズLcr 
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（４）熱伝導シミュレーション 

ヒートシンクの性能向上のために、放熱フィンの高密度化を進めるという考えもあるが、

設計だけで達成するのは困難な場合も多く、高熱伝導率の複合材料開発への期待がある。     

しかし、複合材にも図５４に示すように、複合界面での熱抵抗の発生がある。しかも、そ

の発生メカニズムがよくわかっていない。あるいは定量的にどの程度の熱抵抗の低下が起

こりうるのかもわかっていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図５４ 複合材の界面熱抵抗 

 

そこで、「界面熱抵抗を考慮した熱伝導シミュレーション」の開発を行なった。界面熱

抵抗には、“フォノンDMM（Phonon Diffuse Mismatch Model）”というモデルから

求めた“界面熱伝達率”を使用した。以下、その熱伝導シミュレーションのための計算条

件を図５５に、計算式を図５６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        図５５ 熱伝導シミュレーションの計算条件 
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          図５６ 熱伝導及び熱伝達の計算式 

以上の計算により、Cu（銅）-C（炭素、グラファイト）複合材の熱伝導率のシミュ

レーションを行った。その結果を図５７－１、図５７－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図５７－１ Cu-C複合材のC体積量が及ぼす熱伝導率の変化（Cu-C垂直） 

図５７－１は、複合材中のC（炭素、グラファイト）の体積量が熱伝導率に及ぼす影響

を見たもので、同時に C サイズの影響もシミュレーションしている。これで見ると、小

さい C 粒子を分散させた Cu-C 複合材の場合は、C の体積率の影響をほとんど受けない

が、大きい C 粒子を分散させた場合は、C の体積率が多くなるほど熱伝導率が上がるこ
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とがわかった。 

 上記の図を分散材（C）のサイズでまとめなおしたものが図５７－２である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図５７－２ Cu-C複合材のC分散材のサイズに対する熱伝導率の変化 

この計算からは、C粒子サイズが10μを越えてくると、複合材の熱伝導率は粒子サイ

ズの影響を受けず、体積率のみの影響となることが予測できる。 

また、分散材のサイズと界面熱抵抗の関係をシミュレーションするために、図５８

の前提を置いて、さらに計算を行った。その結果を図５９、図６０、図６１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図５８ 分散材のサイズと界面熱抵抗との関係 
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          図５９ 界面付近の温度分布（Cu-C垂直） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図６０ 均一分散の場合の熱伝導率の変化 

 

分散材（C）がCu中に均一分散した場合は、図６０から、分散材の臨界サイズ6μを

境に、それより小さい粒子は体積率が小さい方が熱伝導率が高く、それより大きいサイ

ズの粒子は体積率が大きいほど熱伝導率が高くなる。 

 

分散材のアスペクト比（1：1 四角、1：2 横長、1：3 細長い）とその配置（水平と

垂直）による熱伝導率への影響を見たものを図６１に示す。 
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     図６１ 分散材のアスペクト比と配置に対する熱伝導率の変化 

以上の結果を、まとめると 

   イ．界面熱抵抗が熱伝導率に影響を及ぼし始める分散材のサイズは母材と分散材の

熱伝達率及び界面熱伝達率によって変化し、その時のサイズをΔx とした場合、

その値は、下記の式によって求めることができる。 

        Δx＝λ/ｈ  Δx：臨界サイズ 

λ：母材と分散材の熱伝導率の調和平均 

                ｈ：界面熱伝達率 

  ロ．Cu-C複合材のΔxは約６μであり、これよりも分散材のサイズが大きい場合   

    は複合側を用いることができ、小さい場合は複合側を用いることができない。 

  ハ．分散材のアスペクト比とその配向とが変化すると、熱伝導率も変化する。 

    アスペクト比が大きく、かつ熱伝導方向に平行なものを多く含む複合材ほど 

熱伝導率が高くなる。 

  二．分散材のサイズが臨界サイズより大きい時は、分散材の体積率が大きいほど熱 

伝導率は大きくなる。一方分散材のサイズが臨界サイズより小さい時は、分 

散材の体積率が小さいほど熱伝導率は大きくなる。 
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ることを想定しており、(c)および(d)のモデル 

は、スペーサー‐ダイ境界面の高温領域を優先

的に抑制すると同時に、直角軸方向の熱伝導を

抑制することを目的としている。また、(c)と(d)

では、スペーサー‐ダイ境界面の設置面積を一

定にするために、設置する溝の直径をそれぞれ

φ20 とφ10 に変更している。解析条件は、基

本モデルと同条件で解析を行なった。 

図７０に、3 種類の解析モデルの等温面分布、

つまり（a）.基本モデル、（b）.図６９(b)仕様、

（c）. 図６９ (d)仕様 でシミュレーションした

時の等温面分布を示す。基本モデルの結果に比べ、

スペーサー‐ダイ境界面付近に穴及び溝を設置す

ることにより、高温領域が境界面側に圧縮され、

結果として中心部分での温度分布が改善すること

が分かった。特に、境界面に溝を設置した場合は、

効果が高い。また、穴を電流軸に対して 45°の

位置に穴をあけた場合には（図６９(a)）、以上の

様な効果は弱い。 

 

 以上述べたように焼結容器（ダイ）に穴や溝を設

けたり、あるいは、（本稿では省略するが）焼結用

電流を流したくない部分にBNコーティングを施し

たり、また、焼結時の型内に充填されている Cu 粉

の電流分布への影響を考慮したり……と言った各種

条件を考慮しながら、焼結型の温度分布が均一にな

るような条件を探している。 

 そして最終的には、実際の焼結時の型を

サーモカメラを用いて撮影すると同時に、

型内にセットした複数の熱電対の温度観察

データとも照合し、有限要素法による理論

的なシミュレーション結果との整合性を

図っている。 

その観察の様子を図７１に示す。こうし

た作業の繰り返しにより、シミュレーショ

ン精度を上げると共に、予測精度も向上さ

せるべく、今後とも努力していく。 

 

図７１ サーモカメラを用いて計測した焼結

容器表面の温度分布 

(a)：内部試料無し、(b)：銅粉末、 

(c)：BNスプレー10mm、 

(d)：BNスプレー30mm 
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２－【２－２．熱劣化対応】  

 （１）熱劣化の原因究明 

Cu-C複合材料の熱劣化に関しては、当初は、天然黒鉛（C）と金属銅（Cu）との界 

面で剥離が起こり、材料が温度サイクルを受けるたびにそれが進展することで、熱伝導率

の低下（いわゆる熱劣化）を起こすのではと予測していた。例えば、次の図７２に示すよ

うなもので、焼結直後の金属組織を観察すると、既に界面に割れがある場合がある。従っ

てＣｕとＣとが互いに反応し接合を促進するような添加元素（例えば、Ti、Si‥）をＣｕ

に加えることで、界面反応を制御し、クラックを防ごうという考えがある。これに関して

広島大学で検討したが、その内容については、別項（３）、（４）添加元素の探索で報告す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図７２ 焼結直後のCu-C界面の割れ 

  

一方、本当にどういう割れ方をするのか、温度サイクルを負荷しながら、その場観察を

実施し原因究明をすべく、産業技術総合研究所を中心に活動した。 

 

（２） 高温下でのSEM/TEM観察 

熱サイクル試験における銅／天然黒鉛複合材料の熱伝導率低下は、構成する素材の熱

膨張率の差による界面組織の劣化に起因するものと考えられる。そこでＨ２７年度に電子

顕微鏡を用いたその場観察により、加熱・冷却時における銅／天然黒鉛複合材料の内部組

織の変化について観察を試みた。 

観察した試料は、（株）アカネの試料 No．222（熱伝導率 972.5W/m・K のもの：
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ただし、その後の再測定で９００越えの値は否定された。再測定では 700W～

750W/m・K レベルであった。） 

 

実験に使用した SEM 及び観察条件を図７３に示す。本実験では、試料加熱機能を有す

る SEM を用いて、室温から最大 300℃までの加熱・冷却過程で生じる銅／天然黒鉛複

合材料の内部組織の変化や界面近傍における亀裂の有無についてその場観察を行った。観

察用試料は、作製した銅／天然黒鉛複合材料から天然黒鉛配向方向に沿って切り出し、粗

研磨した後に機械的研磨によるダメージを除去し表面を平滑にする目的でクロスセクショ

ンポリッシャーを用いてイオン研磨を行った。   

 

図７３ その場観察に使用したSEM及び測定条件 

 

まず、加熱・冷却実験を開始する前の銅／天然黒鉛複合材料について、内部組織観察

及びエネルギー分散型 X 線分光法（EDS）による元素分析を行った。作製後の試料には、

銅―天然黒鉛界面近傍や黒鉛粒子内部で欠陥（亀裂、空隙）が、さらには黒鉛粒子内部で

不純物粒子が観察された。これらは複合材料作製時すでに導入もしくは混入されたと考え

られる。 

次に、EDS により同視野における元素マッピング分析も行った。その結果、黒鉛粒子

内部に存在していた不純物は Al、Si、O で構成されることが明らかとなった。また、銅

マトリックス内部にも Al、Si、O の元素ピーク強度が確認され、不純物として酸化物が

存在していることも分かった。 

 

次いで、試料に温度を掛けながら、複合材の組織観察を行った。その結果、割れは

Cu-C界面でなく、界面近傍の黒鉛（Ｃ）中に発生することが新たにわかった。従って、

Cu と黒鉛との間に働く応力を緩和することが一つの対応であると分かり、単純に Cu 量

を減らすことも熱疲労対策に有効であると認識できた。 
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（３）添加元素の探索      

－「Cu-Ti合金とカーボンの濡れ性評価」－ 

広島大学にて、Cu-Ti 合金を作製しグラファイトシートとの濡れを調査し、濡れの改

善を試みた。出発原料は、㈱高純度化学研究所の顆粒状Cu（純度99.9％、粒径180μ

m）とニラコ㈱の Ti 小片（純度 99.5％、φ1.0×3.0mm）を用いた。Cu と Ti を質量

比 99：1、97：3 となるように秤量し、アルミナるつぼに挿入後、シリコニット炉で

1423Kまで昇温後、5h保持し、合金を得た。得られた合金を直径3mm以下、長さ4

～8mm、体積0.111cm3となるよう加工し、滴下試料とした。基板は、直径4cmのス

テンレス板に沿って厚さ 0.7mm の（002）面配向のグラファイトシートをアロンセラ

ミックスで150℃、1hの温度条件で接着したものを用いた。 

 図７４ に濡れ性測定装置の概略図を示す。なお、装置は自作である。チャンバー内

に作製した合金をガラス管に設置し、チャンバー内を真空にした後、Ar ガスをフローし

ながら1423Kまで昇温した。その後、 合金をアルミナ管に落とし25分間保持し、 基

板上に滴下し、ビデオカメラで12min.撮影した。 

ビデオカメラで撮影した映像から図７５のように値を読み接触角を求めた。θ/2 法を

用いて接触角を求めた。液滴を円の一部と仮定し、以下の定理を用いた。 

θ＝2θ1                     

θ＝2tan-1(r/h)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７４ 濡れ性測定装置の概観               図７５ 接触角の測定法 

  

Cu-1wt%Ti合金とCu-3wt%Ti合金の1423Kでの濡れ角の時間変化を次頁の図

７６ に示す。これより、Ti添加量3wt％の合金の濡れ角はおよそ140°なのに対し、

方が1wt％のものは100°程度に比べ、40°程、濡れ角が小さくなっていることが分

かる。これは、Ti添加量の増加に伴い、グラファイトとの界面で濡れを改善するTiCが

生成したことが原因であると思われる。 
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改造を行った。 

 この装置を用いて、Cu-C複合材の熱サイクル試験を行なった結果、次のことがわかっ

た。 

 ① 熱劣化は、500㌟くらいで底を打つ。 

   注：元々は１０００㌟の試験をする予定であったが、飽和現象が見られたため、 

     ５００㌟以降の評価は中止した。 

 ② しいて言うならば、Cuの割合が多いほど、熱劣化が大きい。 

 ③ 熱劣化対策は効果がある。対策後は、ほぼ5％程度の熱劣化に留まった。 

   例えば、当初800W/ｍ・Kであれば、500㌟後には760程度の熱伝導率 

   （800×0.95＝760）となる。                        

 

 

（５）複合材の熱伝導率の目標900Ｗ/m・K 

について  

 本開発の目標である 900W/m・K の設定根拠は、

元々は自動車部品の製造会社Ｂ社の要望より発してい

る。Ｂ社は、熱劣化が起こった後でも 700Ｗ/m・Ｋ

を確保することが必要とのことであったし、その根拠

となるデータは図８５に示すものであった。従って、

この 20％劣化を根拠に計算すると、900⇒20％劣

化⇒720Ｗ/m・Ｋとなる。つまり、熱伝導率目標と

しては900を掲げると、熱劣化が20％生じても、 

まだ20程度のマージンを残して700Ｗ/m・Ｋをクリアーできる。ということで、本研

究の目標900を設定したものである。 

実際には、この 3 年間の開発の結果、複合材の熱伝導率は最高 840（焼結時の加圧力

110ＭＰaの時）で、量産条件を考慮すると750～790Ｗ/m・Ｋ（加圧力93ＭＰaの

時）程度が妥当と考えている。つまり、開発目標の900には未達成のレベルである。 

しかし、これらの素材に熱劣化対策を織込むと、熱劣化は５％程度に留まることがわ

かった。そのため、新品時に 750～790 の熱伝導率があれば、例え劣化した後でも

713（=750×0.95）～750（=790×0.95）となり、700Ｗ/m・Ｋを越える値が保

証できそうである。つまり本来の要望 700 に対してはきちんと対応できていることにな

る。 

以上のことから、複合材の熱伝導率目標 900Ｗ/m・Ｋは未達成であった（最高 840）

が熱劣化後の数値目標（表だって出していないが）700 は十分にクリアーしており、必

要な目標を達成したと判断している。 

 

 

 

図８５ 熱サイクル試験結果 
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た、このヒートシンクは次世代型と呼んでいるように、将来の IGBT用半導体として期待

されているSiC半導体素子の載置も織り込んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）コスト目標 

この工程変更によるコスト目標は、図中の緑〇で囲った部分を□30×5mmt のサイ

ズで作製した時、コスト 150円/1個以内であった。 

最終的にサイズは□30×2mmt で十分であることがわかり、2mm 厚みでコスト試算

した。その結果の詳細は記述しないが、約408円/個であった。 

  このコストアップ要因は主として、焼結型代であった。もし型代が無ければ、202

円/個となり複合材料の価格はそれほど高くない。これは主として、天然黒鉛が非常に安

いことに起因している。 

 ただ、いずれにしても、目標のコスト 150 円/１個以内は未達成であった。今後の対

応として、焼結型の寿命を如何に伸ばすか、あるいは壊れない型とするかが最も重要で

あることがはっきりした。また、焼結型の負担が０円であったとしても、202円/個であ

り、目標の150円にはまだ及ばない。 

     

ここで、今後のＢ社との関係について。 

本開発に集中するため、しばらく遠ざかっていたが、最近、再び接触を持ち始めた。4年

前にコンタクトしていたメンバーで、彼らは今もそのまま継続して同じ業務を遂行してい

る。 

 そこで、当社の開発の現状やヒートシンクに関する状況を説明すると共に、意見交換

も行った。その結果、特に SiC 半導体素子を中心とする IGBT に対応した次世代の放熱

基板構造に関しては、関係している各社共にかなり迷いがあり、まだ対応方法が見えて

いないように感じた。 

 今後はこのルートを維持しながら、Ｂ社向けの次世代型の放熱基板の提案や共同開発

に臨みたい。 

 

 

 

 

 

図８９ SiC半導体と複合材放熱板の一体化  
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２－【３．グラフェンの製造技術の開発】  

 従来、図９０に示すような小型の超音波照射+水熱装置（容器の体積：200ml）   

を使用して、グラファイトの剥離実 

験を行ってきたが、薄層天然黒鉛を

複合材に利用するとなると、より大

量のグラファイトを処理する必要が

あり、Ｈ２７年度から装置の大型を

進めた。 

 ただ、大型装置だけでなく、従来 

型の超音波照射・水熱装置を用いた 

評価、複数のガラス瓶やビーカーを 

使用（複数の溶媒を同時に比較した 

い時などに便利）した多数個に同時 

超音波照射をする方法、なども、目 

的に応じて適宜使用している。 

  

 

２－【３－１．グラフェンの大量製造技術の開発】 

 天然黒鉛の剥離は、超音波の照射条件や使う溶媒、圧力などにより、剥離（分離）の

状況や剥離効率が変わる。その内容について二つ説明する。 

 

① 最初は、グラフェンを作るために取り掛かった時に実施したことの内容。 

予備実験として図９２に示す方法・手順で、どの程度の剥離が可能か、どういっ

た溶媒がいいのかを先ず調査した。その内容をまとめたもの。 

 

  ② ガラスビーズを使った実験 

黒鉛の剥離効率を高めるために、ガラスビーズを使った実験。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図９０ 超音波照射・水熱装置   
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（１）各種溶媒での超音波照射実験 

               

図９１ 予備実験の方法・手順 

手順は、図９１のように、伊藤黒鉛㈱の天然黒鉛「Z-5F」を用いて、４種の溶媒に分

散させ、超音波照射により剥離させた。そのテスト結果を図９２に示す。 

 

            図９２ 周波数および溶媒の影響 

 



55 

 

図９２より、わかることは、 

・剥離率はNMP(ノルマル メチル ピロリドン)が他の溶媒よりも大きい。 

  ・超音波の周波数の影響は小さい。 

  ・超音波照射後の沈殿物の形状は、照射前とあまり変わらない。 

    （Z-5Fのサイズはほぼ５μ前後、照射後もほぼそれに近いサイズ） 

 

 

          図９３ 超音波照射条件の影響（上澄み液の部分） 

 

図９３は、上澄み液（グラフェンやグラフェン類似のものが浮遊している可能性があ

る部分）の紫外線吸収スペクトルを測定したものであるが、このグラフからわかること

は、 

  ・超音波照射時間を長くしても、吸収が大きくなるとは限らない。 

・吸収ピーク位置（260～270波長/nmの辺り）は、グラフェンとほぼ同じ位置

であるが、単一の山ではなく微細構造が見られる。通常、水、エタノールのよう

な極性溶媒中では大きなグラフェンは分散しにくいことがわかっており、非常に

小さなグラフェンが存在している可能性がある。 

 

 同じ上澄み液をマイカ上にキャストし、上澄み液中の固形物を AFM（原子間力顕微鏡）

にて観察した。結果を図９４に示す。観察範囲は5μ×5μである。 

この図から、上澄み液中に分散している固形物は非常に小さく、大きなグラフェンは

含まれていないようである。しいて言えば、NMP(ノルマル-メチル・ピロリドン)中に見

られるものが、1μ程度と大きい。 
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図９４ 上澄み液のAFM（原子間力顕微鏡）観察 その１ 

 

また、より視野を広げて 20μ×20μの範囲で、同様な AFM 観察を行った結果を図

９５に示す。 

この観察結果から、極性溶媒（水、エタノール）中では、上澄み液に分散している固

形物はフラットな形状をしているものが無いのに対して、非極性溶媒の芳香族系トルエン

中では薄くてフラットなもの(=グラフェンか、図中の赤い矢印)が得られているようであ

る。ただ、固形物は多いがまだ塊状に留まっているよう。 

 

       図９５ 上澄み液のAFM（原子間力顕微鏡）観察 その２ 
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   （２）ガラスビーズ添加によるグラフェンの生産性向上 

従来の超音波照射による天然黒鉛の剥離法では、グラフェンの生成が少なかったため、

図９９に示すようにガラスビーズ等の添加により生産効率を高めることを試みた。その結

果、最大で8mg/mLのグラフェンを含む分散液が得られことが得られた。その詳細は省

略。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、そのグラフェンを用いて透明導電膜の試作も行った（後述）。 

   

図９９ グラフェンの大量生産とグラフェン含有フィルム作製の流れ 
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２－【３－２．分離法の確立】   

省略。 

 

２－【３－３．透明導電膜の検討】（＝グラフェン含有フィルムの作製）  

図９９で得られたグラフェンの NMP 分散液から、NMP を除去しグラフェン凝集体を

得ることができる。これを再び、0.1%のTOPASを含むシクロヘキサン中に入れ超音波

照射を行った。こうして得られた濃度の異なる分散液をガラス基板上にキャストすると、

簡単にフィルムが得られた。しかも濃度によっては比較的均一な膜となっていた。 

得られたフィルムは、まだ、透過率、電気抵抗共に十分満足のいく値ではないが、

色々な実験を繰り返しながら、あるレベルの「グラフェン含有透明導電膜」ができないか

検討を進めている。 
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最終章 全体総括 

３－１ 研究成果の総括 

３－１－【１．LED用放熱部品の開発】  

本開発を通して、ヘッドライト中への LED 素子の載置の仕方、配線の仕方等が理解で

き、且つヘッドライト内部構造や冷却のあり方、また LED の配線の仕方、配線設備の構

造、使用条件（例えばワイヤーボンディング装置の構造や、その使用条件など）、前処理

のあり方など、広範囲な知識、経験を積むことができた。こうしたことは、当社のような

小企業にとっては重要で、今後は、部品メーカーA社殿との各種技術交換や折衝で、臆す

ることなく、自信を持ってこちらの意見を述べられるようになったと言う意味でも、非常

に価値のある開発であった。 

また今回は、AD 法と言う非常に新しい技術を取り入れたヘッドライト構造が開発でき

たこと、またAD法を用いて熱抵抗が具体的に下がったことが、実証できたことから、部

品メーカーA 社に対して、当社提案構造 LED ヘッドライトのすばらしさを確信を持って

売り込める状況となった。これも、本開発の大きな成果であった。 

全般的には、以上のような成果であったが、コストだけは目標未達であった。コスト

は、当社だけの問題でなく、A社とも関係してくる。従ってコストに関しては、今後の売

込みの中で、より詳細、精緻に積み上げて何とか相手の目標価格に合致するように努力し

ていきたい。 

既にA社からは、次のステップに上がるべく課題を頂いており、対応中である。 

  

３－１－【２．IGBT用などの次世代放熱基板の開発】 

本開発により、熱伝導率840W/m・Kという値のCu-C複合材を得ることができた。

また、熱劣化目標（1000㌟で20％以内）も5％以内に抑えることができた。これらは、

材料開発の大きな成果であると考えている。また、これは、特に当社にとっては、数年前

に自動車部品メーカーの B 社から頂いた大きな目標をほぼクリヤーできた（コストのみ

微妙）ということで、B社へ正式に返事（技術的な回答）を出せる立場となっている。 

 以下、そうした状況に到った経緯やトピックを以下に述べる。 

（１）設備導入 

（株）アカネでは、平成27年度に、材料開発のための各種設備を導入した。材料開発

に特に有効であったのが、レーザーフラッシュ式の熱伝導率測定装置で、これにより開発

のサイクルが大幅に短縮された。今までは熱伝導率測定を外注（岡山セラミックセンター）

していたため、外注費用の支払いが必要であったし、計測に 1 週間程度を要した。それ

が、試料作製⇒計測がその日のうちにできることとなった。 

その結果Cu-C複合材の試作に限っても、今までで600回を越えるほどになった。こ

うした試作サイクル+評価の短縮は、B社への売込みに関しても有用である。 

 

 

（２）高熱伝導率材料の保有 








